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論文の内容の要旨 

 

審査対象論文は、取引選択の自由との関係で競争法上の取扱いに関し議論がある、事業者が単独かつ

直接に競争者に対し取引を拒絶する行為を取り上げ、競争法上の違法性判断基準について考察し、その

明確性の確保について論じたものである。 

具体的には、米国、ＥＵ及び日本における判例、学説及び競争当局のガイドライン等を基に、各国に

おける違法性判断基準の共通点及び相違点を分析し、統一的な違法性判断基準の設定の可能性及び我が

国における判断基準の在り方について試論を展開している。 

また、単独・直接の取引拒絶を、競争に与える影響の差異等の視点から、４つの行為類型（①水平的

継続取引拒絶、②垂直的継続取引拒絶、③水平的新規取引拒絶、④垂直的新規取引拒絶）に分け、分析・

検討を行うというアプローチをとっている。 

第１部（第１章から第５章）では、判例と議論の蓄積が豊富な米国を対象に、同国における単独・直

接の取引拒絶規制法理について論究している。 

最初に、単独・直接の取引拒絶の適用条文となるシャーマン法２条の要件の解釈を整理、検討した上 

で、シャーマン法制定前から現在いたる主要な判例、学説、競争当局の見解等を基に、米国における単

独・直接の取引拒絶に係る規制法理を取りまとめている。 

米国の現状として、アスペン事件、トリンコ事件最高裁判決により、単独・直接の取引拒絶は原則適

法で、継続的な取引拒絶の場合に例外的に違法と判断されていること、この例外的なケースについては、

判例分析等を踏まえると、短期利益犠牲テスト及びライバル費用引上げテストにより反競争性が示され

る場合が該当しており、米国においては、これらの基準が違法性判断基準となっている旨の結論を導い

ている。 

このような米国における規制の考え方は、取引強制による投資インセンティブへの阻害、長期的競争

への悪影響、裁判所の管理監督機能の限界等を重視するもので、市場原理に対する信頼、取引先選択の



自由など自由主義的な経済観がその背景となっていること、また、新規取引拒絶に対する規制基準とな

るＥＦ理論（不可欠施設の理論）についても、最高裁等において消極的な評価にとどまっている旨明ら

かにしている。 

第２部（第６章から第８章）は、近時、競争法の規範形成及び競争政策の動向で著しく重要性を増し 

ているＥＵにおける規制法理について論究している。 

最初に、社会的市場経済という政策理念に基づいて市場介入的な性格を持ち、市場統合というＥＵ固 

有の目的が反映されている競争政策・競争法の運用面での特徴を、歴史的沿革も踏まえて明らかにする

とともに、単独・直接の取引拒絶の適用条文であるＥＵ機能条約１０２条（旧ＥＣ条約８２条等）の要

件の解釈を整理、検討した上で、主要な判例、学説、競争当局の見解等を基に、ＥＵにおける単独・直

接の取引拒絶に係る規制法理を取りまとめている。 

その結果、ＥＵにおける判例法は、継続的取引拒絶については、正当化事由がなく域内市場の競争を

歪曲する限りで原則的に違法との考え方がとられており、ＥＵにおいても能率競争テストが適合的であ

ること、また、垂直的新規取引拒絶については、域内市場の統合、社会的市場主義による介入主義の考

え方を背景に、ＥＦ理論を活用して積極的な規制が行われており、マイクロソフト事件判決においてそ

の要件が定立されている旨評価している。 

第３部（第９章及び第１０章）では、我が国における規制状況について論究している。 

我が国においては、単独・直接の取引拒絶の事例はそれほど多くないが、公取のガイドライン、ＮＴ 

Ｔ東日本事件判決等の分析に基づいて、違法となる排除行為該当性の基準として、我が国でも、継続的

取引拒絶事案では、能率競争テスト（短期利益犠牲テスト、ライバル費用引上げテスト）が適用可能で

あること、また、新規取引拒絶事案では、実質的に米国・ＥＵのＥＦ理論に基づく規制が行われている

ことを明らかにしている。 

以上の分析を踏まえ、終章において、我が国において違法性判断基準が必ずしも明確とは言えない垂 

直的新規取引拒絶について、米国、ＥＵの規制状況を踏まえて、判断基準の明確化について試論を展開

している。 

すなわち、ＥＵのＥＦ理論の要件や競争当局のガイドラインを参考にするとともに、米国が重視する 

取引強制による投資インセンティブの阻害という問題点を考慮し、かつ、我が国の規制状況を検討した

上で、垂直的新規取引拒絶を違法とする要件として、川下市場において、事業者の新規参入により消費

者需要のある新製品・サービスの提供等が可能になること、新規参入のために不可欠な施設を行為者が

所有していること等の要件を満たし、行為者が、川下市場における競争促進効果を上回る競争阻害効果

の存在を明確に立証できない場合等の条件を提示している。 

また、上記要件を満たす場合を「競争法上取引すべき状態」と設定することにより、この状態を短期 

利益犠牲及びライバル費用引上げを評価できるベースラインとして位置付けることが可能になり、継続

的取引拒絶事案における違法性判断基準である短期利益犠牲テスト、ライバル費用引上げテストを新規

取引拒絶事案にも共通的・統一的に適用できるとの見解を提示している。 

   

 

 

 



審査の結果の要旨 

 

  審査対象論文は、「最も不安定で厄介な論点のひとつ」とされている単独・直接の取引拒絶に対す

る規制状況・違法性の判断基準について、判例及び学説等による議論の蓄積が豊富で競争法の分野で

２大先進国である米国及びＥＵ並びに我が国を対象に調査・分析を行い、単独・直接の取引拒絶に対

する規制法理について論究したものである。 

これらの各国における規制法理の分析に当たり、立法時から現在に至るまでの主要な判例・決定及

び競争当局のガイドラインで示された見解等を網羅的に取り上げるとともに、合わせて単独・直接の

取引拒絶に係る主要な学説を調査対象としている。そして、それぞれの判例・決定、学説等について

個々に詳細な検討・評価を行っている。また、これらの分析の前提として、各国の競争法の目的・特

徴、規制根拠となる関係条文の要件の解釈についてその変遷を踏まえた詳細な分析を行っている。こ

のように、本論文は、論点をカバーする多くの文献・資料を渉猟・分析した上で、単独・直接の取引

拒絶の規制法理をテーマとして、網羅的かつ詳細な分析を行ったもので、先行研究には見られない研

究として評価することができる。 

また、著者は、法の安定的な運用、法令順守の観点から、当事者、競争当局・裁判所にとって認識

可能な違法性判断基準の設定が必要との問題意識に基づき、単独・直接の取引拒絶について違法性判

断基準の明確性の確保に焦点を当て分析検討を行ったものである。そのために、競争法上の行為の違

法性を判断するために提唱されている各種の分析・評価アプローチについて、内外の学説、競争当局

の見解等を基に、経済学の知見を生かしながら比較検討を行うとともに、米国・ＥＵ・我が国の判例・

決定の内容を詳細に分析し、裏付けを行うことにより、違法性判断基準として、短期利益犠牲等の能

率競争テスト、ＥＦ理論の適用可能性を論じている。また、４つの行為類型に分類し、判例・決定の

分析等を踏まえた上で、行為類型別に、その違法性及び違法性判断基準を明らかにしている。これら

の面において、本論文は、先行研究には見られない独創性を有するものと評価することができる。 

一方、審査対象論文には、課題もあると考えられる。 

まず、終章において、垂直的新規取引拒絶が違法となる場合の要件について、ＥＦ理論に基づいて

その明確化を試みるとともに、合わせて、この競争法上取引すべき状態＝取引拒絶を違法とすべき状

態にベースラインを設定することにより、新規取引拒絶及び継続的取引拒絶について共通的・統一的

な違法性判断基準として、短期利益犠牲テスト、ライバル費用引上げテストが妥当性を持つことがで

きるとの試論を提示している。しかし、ＥＦ理論により明確化を図ることができれば、識別可能性と

いう観点からは、基準の統一性についての議論は不可欠なものとは言えないとも考えられる。 

また、４つの行為類型に分類した分析を行っているところ、どちらかと言えば新規取引拒絶と継続

取引拒絶の差異に係る分析が中心となり、水平的取引拒絶と垂直的取引拒絶の差異に係る競争政策上

の評価については、必ずしも体系的に論じられていない面がある（例えば、独占のてこの理論の検討、

新規参入業者のインセンティブの確保等）。これを行うことにより、著者の試論の説得性が高まり、

また、多様な形態があり得る直接・単独の取引拒絶に対し、より体系的な分析・評価も可能になった

面もあると考えられる。 

  最後に、違法性判断基準として短期利益犠牲テスト等が提示されているところ、当該テストを実際

に適用する際の判断要素、具体的な例示等について合わせて論じられていれば、より議論が説得的で



あったと考えられる。 

もっとも、これらの課題があるものの、審査対象論文は、米国、ＥＵ及び我が国における単独・直

接の取引拒絶に係る規制法理について、詳細かつ網羅的な研究になっており、この論文を基礎として、

さらに、深めていくことが可能なものである。また、審査対象論文は、著者が、法律学の分野につい

て、高度の専門性が求められる社会の多様な方面で活躍し得る高度な研究能力とその基礎となる豊か

な学識を有することを示すものであると評価できる。 

 

【最終試験】 

論文審査委員会による最終試験を平成２６年２月１８日に実施し、全員一致で合格と判定した。 

 

【結論】 

よって、著者は、博士（法学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 

 

 

 

 


